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働く人へのカスタマーハラスメント（以下「カス
ハラ」という。）は、働く人を傷つけるのみならず、
商品又はサービスの提供を受ける環境や事業の継続
に悪影響を及ぼす重大な問題です。また、セクハラ
やパワハラなど従来の職場のハラスメントとは異な
り、加害者が職場の外にいるため、事業者の努力だ
けでは防ぐことが困難です。このため、東京都では、
令和 7 年 4 月 1 日に、働く人に対するカスハラをあ
らゆる場面で禁止する「東京都カスタマー・ハラス
メント防止条例」を施行しました。本条例の目的は、
顧客等の豊かな消費生活、働く人の安全・健康の確
保、事業者の安定した事業活動の促進、これにより
公正で持続可能な社会の実現に寄与するとし、カス

ハラを社会全体で防止することや、顧客等と就業者
が対等の立場で相互に尊重することなどを基本理念
としています。労働環境の問題にとどまらず、持続
可能性や快適な消費環境の実現を強調している点が
ポイントです。また、本条例の条文や運用の方法を
解説する「ガイドライン」も策定しました。

令和 8 年 10 月 1 日には、改正労働施策総合推進法
が施行し、事業主による職場のカスハラ防止措置が
義務化されるなど、カスハラの防止に向けた取組が
社会全体で進められています。

今回は、東京都が制定した条例の内容を踏まえ、
カスハラとはどういうものなのかを解説するととも
に、カスハラにならないように、日ごろの消費活動
の中でどのように意見を伝えるべきか、伝え方のポ
イントをご紹介します。
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①カスハラとは
条例において「カスハラ」とは、①顧客等から就

業者に対する②著しい迷惑行為であり③就業環境を
害するものとし、①から③まですべてを満たすもの
が該当します（主体の定義については後述）。

「著しい迷惑行為」は、暴行や脅迫などの違法な行
為、又は、正当な理由のない過度な要求や暴言など
の不当な行為を指します。

「違法な行為」は、刑法などに抵触する行為で、そ
の時点で著しい迷惑行為に該当し、犯罪として処罰
される可能性もあります。

「不当な行為」は、要求の内容が妥当でないもの
や、大きな声を上げて秩序を乱すなど「行為」の手
段・態様が不相当であるものを指します。不相当で
あるか否かの判断は、行為に至る経緯（就業者の言
動がきっかけとなる場合もあります。）、行為がどの
くらい継続しているか、業種の特質、就業者と行為
者との関係性などの要素を総合的に考慮する必要が
あります。

「就業環境を害する」とは、就業者が身体的又は精
神的な苦痛を与えられたことで、業務遂行上、看過
できない程度の支障が生じることとしています。

このため、正当な理由に基づき、社会通念上相当
であると認められる手段・態様による、顧客等から
就業者への申出（苦情・意見・要望等）自体は妨げ
られるものではありません。

条例では、カスハラを受ける側を「就業者」と表
現し、都内で業務に従事する者と定義しています。
労働基準法等で保護される、いわゆる「労働者」の
ほか、有償・無償を問わず働く人は全て対象とし、
フリーランスやボランティアなども対象とした点も
ポイントです。

カスハラをする側になり得る人は「顧客等」と表
現しています。「顧客」とは、商品やサービスの提供
を受ける人であり、商品の購入を検討している人や
飲食店で列に並んでいる人なども対象となります。
行政サービスを受ける人も顧客に該当します。

また、顧客「等」には、「就業者の業務に密接に関
係する者」を含みます。例えば、配達員が配達先の
近隣の方から迷惑行為を受けるケース、道路工事の
現場作業員が周辺住民から法外な騒音対策を求めら
れる場合などを想定しています。

大切な視点の一つは、誰もが、ある場面ではカス
ハラを受ける「就業者」に、別の場面ではカスハラ
をする「顧客等」になり得るということです。自覚
せず迷惑行為を行っている可能性もあります。こう
した「誰もが被害者にも加害者にもなり得る」、「相
互に尊重し合う」という考え方が、条例を通じて伝
えたい最も重要な価値観です。

② カスハラの代表的な行為類型
カスハラに該当し得る代表的なものは、要求内容

が妥当性を欠くケースです。商品に欠陥がないにも
関わらず交換を要求したり、就業者にとって全く関
係のないことを根拠に賠償を要求したりすることな
どの行為を指します。こうした要求は、そもそも拒
否できますが、継続して執拗に行われたり、暴言や
脅迫を伴った場合にカスハラに該当します。

要求を実現するための手段や態様が違法、不相当
なケースもあります。殴る、蹴るなど身体的な攻撃
や危害を加える言動が該当します。これらは当然、
暴行罪や脅迫罪など処罰の対象となる犯罪行為に該
当します。また、威圧的な言動、拘束、個人への嫌が
らせなども該当します。

根拠のある要求であっても、要求内容の妥当性に
照らして「手段・態様が不相当」となることがあり
ます。例えば、商品やサービスに瑕疵があった場合
に何らかの対応を求めること自体は消費者の正当な
権利ですが、著しく高額な金銭賠償や入手困難な商
品の提供を要求する行為は、不相当な行為といえま
す。また、「法律を変えろ」など就業者がコントロー
ルできないことの要求や、「誠意を見せろ」など何を
してほしいのかが分からないような要求も、程度に
よってはカスハラといえます。

なお、これらの行為類型は、あくまで例示であり
限定列挙ではありません。また、就業者の業務内容
によって顧客等との接し方は異なり、実際の個別の
状況などにより判断が異なる場合もあります。

2.	条例の内容について

東京都カスハラ防止条例ロゴ・フレーズ

わたしは消費者 No.184　2

令和8年 9月1日発行



① 顧客等への配慮
本来、クレーム自体は業務改善やサービス向上に

つながるものであり機会が確保されるべきです。そ
のため、正当なクレームは不当に制限されてはなり
ません。また、就業者が応対する顧客等の中には、
障害のある人や認知症の人など合理的配慮が必要な
方もいます。

このため、条例では、就業者の責務としてカスハ
ラの防止に資する行動をとることを定め、ガイドラ
インでも、正当な申出の初期段階から顧客等の心情
に配慮した適切な言動を行うことが重要としていま
す。また、条例では「顧客等の権利を不当に侵害し
ないよう留意する」との配慮規定を置いています。
配慮が求められる権利として、ガイドラインでは次
のようなものを示しています（一部の法律名は略
称）。

ア�　消費者　消費者基本法第２条に規定する権利の�
実現や国際消費者機構が提唱する消費者の責務�
（下表）を果たす機会が失われないよう留意する必要

〈 表 〉   消費者の権利と責任

消費者基本法第２条に定める消費者の権利

①消費生活における基本的な需要が満たされる権利
②健全な生活環境が確保される権利
③安全が確保される権利
④選択の機会が確保される権利
⑤必要な情報が提供される権利
⑥教育の機会が提供される権利
⑦意見が政策に反映される権利
⑧適切・迅速に救済される権利

国際消費者機構（Consumers International : CI）が
提唱する消費者の責任

①批判的意識を持つ責任
②主張し行動する責任
③社会的弱者への配慮責任
④環境への配慮責任
⑤連帯する責任

（出典）東京都産業労働局
「カスタマー・ハラスメントの防止に関する指針（ガイドライン）」

イ�　障害者　障害者差別解消法第８条では、事業者
が必要かつ合理的な配慮をする責務を有する旨の規
定があり、障害者の権利の保護に留意する必要
ウ�　認知症　認知症基本法第７条に規定する事業者
は、認知症の人に対し必要かつ合理的な配慮をする
責務を有しており、認知症の人の権利の保護に十分
に留意する必要
エ�　表現の自由等　全ての国民に対し憲法により表現
の自由が保障されており、その他の憲法で保障される
自由と権利の保護に留意する必要

適切に意見を伝えられれば、相手のお店や企業も
同じ問題を繰り返さないための方策を検討するきっ
かけになるので、双方にとってプラスに働きます。
消費者の意見や苦情が良い結果をもたらした事例も
多くあり、これは、消費者市民社会の形成につなが
ります。しかし、正当なクレームを事業者に伝え消
費者の権利を実現するためには、カスハラにならな
いよう、適切な方法で伝えることが大切です。行き
過ぎた言動で相手を怖がらせたり傷つけたりするこ
とは、正当な意見や苦情を伝えることとは異なり、
顧客ならば何をしても許されるという訳ではありま
せん。

意見や苦情を、怒りの感情のまま自分の気持ちや
考えを一方的に伝えるのではなく、相手がどのよう
に受けとめるのかを想像し、本来の目的は何かを見
失うことなく伝え、カスハラだと受け取られないた
めにどのような工夫をすればよいか、確認していき
ましょう 。

② 意見の伝え方のポイントを知る
自分が受けたサービスに不満をもったり、商品に

欠陥等があるときは、意見や苦情を伝え正当なサー
ビスを求めることが大切です。ただ、その意見がカ
スハラと受け取られないために、内容が妥当なの
か、伝え方が適切なのか、今一度確認することが大
切です。消費者庁作成の啓発冊子（※）では、上手な意
見の伝え方を提示しています。一消費者として、相
手に意見や苦情を伝える際のコツがありますので、
ぜひ取り入れてみてください。

まずは「ひと呼吸、おくこと」です。人は深呼吸を
すると副交感神経が働いて、冷静にコミュニケー
ションができるようになります。怒りの感情に自分
が飲み込まれないよう、心を整えてから伝えるよう

3.	� 顧客等として心掛けたい 
上手な意思疎通のヒント
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に心がけましょう。感情的な言動にならないよう、
まずはひと呼吸おいて冷静に。気持ちを落ち着けま
しょう。

次に、「具体的に伝えること」も大切です。何を、
どのようにしてほしいのか、またその理由につい
て、相手に分かるように具体的に伝えましょう。こ
うすると、対応する側も何をしたらよいかすぐにわ
かるため、時間をかけないで問題を解決できます。
反対に「誠意を見せろ」などのあいまいな表現は、
問題をこじらせることになってしまいます。また、
この時に、暴力や暴言は決して行ってはいけません。

意見を伝えたら、「相手の話を最後まで聞き」ま
しょう。なぜなら、起こっている問題がこちらの勘
違いである可能性もあるからです。例えば、商品の
使用方法について、説明書などをよく確認していな
い場合や、事前に説明されていても理解ができてい
ない場合などは、誤った使い方をしてしまうことも
あります。誰もが間違ったりすることはあります
し、それを恥ずかしく思う必要もありません。お互
いによく話を聴いて確認することが、本来の問題を
解決する近道になります。一方的に話をせず、相手
の言い分や理由を最後までしっかり聞いて、理解す
るようにしましょう。

併せて、「相手（従業員等）の立場を理解すること」
が大切です。担当者によってはすぐに対応できない
場合もあるからです。

そして、「相手への配慮をもって接すること」を心
がけましょう。お互いが対等な立場で、しっかりと
コミュニケーションをとる、ということです。行き
過ぎた言動は相手を傷つけてしまいます。お互いに
敬意をもち、相手を思いやって、尊重し合うことが
大切です。

意図せず無意識に行った行為でも、それが顧客等
から就業者に対する著しい迷惑行為であり、就業環
境を害するものであった場合は、カスハラに該当す
る可能性があります。消費者とお店や会社は、どち
らか一方が偉くて、他方が偉くない、というような
上下関係ではありません。事業者に意見を伝える場
合には、前述の上手な意見の伝え方も参考にし、カ
スハラにならないように気を付けましょう。

誰もが消費者であることを考えれば、自分も意見
や苦情を伝える立場になる可能性があります。その
際の一人ひとりの心がけで、カスハラを予防するこ
とが大切です。

これらの対応については消費者庁のサイトでも紹
介していますので、ぜひ参考にしてみてください。

東京都カスタマー・ハラスメント防止条例が目指
すものは、加害者も被害者も作らない社会をつくる
ことです。そのためには、働く人と顧客等は対等な
立場であること、誰もがカスハラを受ける側にも行
う側にもなり得ることを理解し、お互いの立場を尊
重し合うということが大切です。

就学中の児童・生徒にとっては、カスハラを受け
る「働く人」になるのはまだ少し先のことで、まだ
身近な問題に感じていないかもしれませんが、カス
ハラは、誰もが身の回りで起こり得る問題です。

例えば、お店で買い物する際に、店員さんに迷惑
な行為を行っていないだろうかと自分の行動を顧み
ることや、自分の家族がカスハラの被害にあってい
ないだろうかと考えてみること。そういった日常に
潜むカスハラについて考えてみることが、カスハラ
をなくしていく第一歩になるかもしれません。

小さな疑問や関心を持つことが、社会全体のルー
ルやマナーを学ぶきっかけになります。自分自身や
周りの大切な人が傷つくことのないよう、普段の生
活の中で少しずつ視野を広げていくことがカスハラ
の防止にも繋がります。

働く人と顧客等がお互いへの思いやりを持ち、カ
スハラのない、よりよい社会をつくる一員として行
動することを心がけましょう。

（※）消費者庁　ぼのぼのと考えよう カスハラってなんのこと？
https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_
education/public_awareness/teaching_material/
business_education/assets/consumer_education_
cms203_20250411_01.pdf

4.	終わりに

「TOKYOノーカスハラ支援ナビ」では、
カスハラに関する様々な情報を発信しています。

▶https://www.nocushara.metro.tokyo.lg.jp/
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1.  中学校での取組
消費者教育出前講座の中で、生徒が主体的に取り

組める例を紹介します。アクティブラーニングの視
点に立ったロールプレイングを活用した実践例です。

出前講座では消費生活センターの相談員が講師と
なり講義を行いますが、加えて、生徒が消費者トラ
ブルを自分事として感じられるよう、生徒自身が役
になりきって行うロールプレイングの実施を提案し
ています。

講座後のアンケートでは「このようなロールプレ
イやグループワークはやったことがなかったので、
楽しみながら理解することができた。」「ロールプレ
イ、グループワークをして課金の怖さや消費生活セ
ンターについて知ることができた。」など肯定的な
感想が多いです。ロールプレイ、グループワークは
印象に残った内容として上位に回答されます。

友達同士が協力し合い体験し、意見交換を行う参
加型の活動を取り入れることにより学習指導要領で
いう「主体的・対話的で深い学び」につながるので
はないか、と考えます。

2.  特別支援学校での取組
都立八王子西特別支援学校では、昨年度、高等部

3 年生で、卒業後に役立つ実践的な消費者教育を体
験学習する取組がありました。

まず、当センター作成の特別支援学校向け消費者
教育 Web 教材を活用して、「契約」について学習し
ました。

その後、63 名の生徒は、2グループに分かれ、イン
ターネット通販についてのグループワークと消費者
相談体験、キャッシュレス決済、断り方のシミュレー
ションなどをスタンプラリー形式で体験しました。

インターネット通販については、学習用の疑似サ
イト（紙）を用意し、サイト内の問題点や注意すべ
き点を探しました。ネット上の情報をうのみにしな
い習慣を身につける必要があることを学びました。

また、断り方のシミュレーションでは、以下の 3
つのケースを設定し、勧誘役の先生からの問いかけ
や誘いに対して、生徒がしっかり断るという実践的
な取組を行いました。

▲  路上で新しいゲームの体験に誘われて… 
▲  アンケートから美容モデルに誘われて… 
▲  先輩から簡単なアルバイトを紹介されて… 

生徒からは、「サイトのあやしいところを見つけ
るのは、間違い探しのようで楽しかった」、「ネット
の買い物は、詐欺が多いことを初めて知った」、「相
談することに対してのハードルが下がった」などの
感想が寄せられました。また、先生方からは「座学
よりスタンプラリー形式でよかった」、「楽しんで、
学習していた」「一つ一つのブースが、体験形式でよ
かった」などの評価をいただきました。

高額課金で困る中学生 A
「もう1つ別のアイテムもプラ

スしたいな。そうだ、登録して
あるクレジットカードを使っ
て、もう１回だけ…」

（公財）消費者教育支援センター発行
ロールプレイングシナリオ集 より

Web 教材「ちえとまなぶのず～っと役立つお金の話」

スタンプラリー各ブースでの
体験学習の様子

消費者教育コーディネーターへのお問い合わせについては、下記までお願いします。

東京都消費生活総合センター 活動推進課　高齢者見守り・連携担当　TEL 03-6228-1331

消費者教育コーディネーターが提案する
校種別消費者教育の取組（中学校・特別支援学校  編）

活動推進課

東京都消費生活総合センターからのお知らせ
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1.   実施の概要
東京都消費生活総合センターでは、消費者被害防

止事業として出前講座・出前寄席を実施しています。
出前講座では、若者を狙った悪質商法の被害を防

ぐために、学校に講師（東京都消費者啓発員）を派
遣して啓発しています。講師は現役の相談員が多
く、相談事例を基にした解説を行っています。

また、出前寄席は、大学の落語研究会や社会人の
消費者啓発ボランティアグループと連携して実施し
ています。落語・漫才・コントで、悪質商法の手口
や対処方法などを分かりやすくお伝えします。

都内小中学校で実施した出前授業の内容につい
て、紹介します。

2.  出前講座　
▶ 江東区立東陽小学校

スマートフォンやタブレットが身近なものとなる
中、インターネットや SNS の安全な利用について学
ぶ機会が重要となっています。

江東区立東陽小学校では、5学年の児童約120名を
対象に、オンラインゲームやSNSを利用する際の注意
点やトラブル防止について学ぶ講座を実施しました。

（1）  内容

日　時　�令和8年7月7日（火）　13：30～14：15
会　場　江東区立東陽小学校　体育館
テーマ　�インターネット・スマホを安全に使おう 

（SNSとの付き合い方について）

講師からは、以下の 3 点についてお話をしました。

初めに、オンラインゲームを題材に子供だけで買
い物をしてはいけないことや、年齢を偽ることの問
題点について、セリフやイラストを交えて伝えまし
た。児童たちは面白そうに笑ったり、驚いたりする

など、さまざまな反応を見せながら、熱心に耳を傾
けていました。

ネット上でのエチケットについては、メッセージ
のやりとりを例にお話ししました。自分の気持ちを
誤解なく伝えるための言葉選びや、相手の立場に
立って考えることの大切さを伝えました。

SNS の安全な利用については、実際の事例を紹介
しながら、個人情報の投稿や見知らぬ相手との交流
の危険性について説明しました。ほんの少しの情報
でも、個人が特定され、トラブルに巻き込まれる可
能性があることを伝えると、児童たちは真剣に聞き
入っていました。

最後に、次の注意点を確認しました。

以上の注意点をみんなで大きな声を出して確認し、
困ったときの相談先の一つとして消費生活センター
を紹介して講座を締めくくりました。

（2）  学校側の感想
① 児童から

・�まだスマホを持っていないけれど、SNS の注意点
を知ることができてよかった。

1.   ネットで勝手に買い物をしてもいいの？
2.   ネット上でのエチケット
3.   SNSを安全に楽しく使うために

1.   家族で話し合って遊ぶルールを決めよう
2.   うその年齢を入れない
3.   買い物をするときは保護者に相談しよう
4.   自分がされてイヤなことはしない
5.   周りの人にも気を配って行動しよう
6.   いじめに気付いたら、すぐ大人に相談しよう
7.   ネットで知り合った人とは会わない
8.   個人情報は絶対に書かない
9.   顔写真はネットに投稿しない

令和8年度　
都内小中学校の出前講座 ＆出前寄席の実施報告

活動推進課

東京都消費生活総合センターからのお知らせ
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・�今も気を付けているけれど、もっと沢山気を付け
ることがあることを知った。

② 先生方から
・�児童が真剣に話を聞き、講師の問いに素直に反応

していました。感想や質問などから、SNS との付
き合い方について、見直したり、新たな知識を得
たりして考える姿も見られました。今後の学習の
中でも講義内容に触れながら、児童の安全を守れ
るように校内でも情報共有していきたいと思いま
す。貴重なご講義をありがとうございました。

3.  出前寄席　
▶ 武蔵野市立第五中学校

全学年約 250 名を対象に、「セーフティ教室」の一
環として、落語とコントを通じて具体的な事例と笑
いを交えながら、インターネットや消費者トラブル
を防ぐための対処法を学ぶ取組を実施しました。

（1）  内容

日　時　�令和8年7月10日（金）　13：30 ～14：30
会　場　武蔵野市立第五中学校　体育館
演　目　�落語「子供だって騙される」 

コント「�先生と学ぶ 
インターネットトラブル」

（2）  学校側の感想
① 生徒から

・今までで一番楽しいセーフティ教室だった。
・SNSの怖さを学ぶことができ、自分も被害者になら

ないように気をつけたい。
・188に電話をすれば良いことがわかった。
・コントや落語を生で見るのは初めてでとてもおもし

ろかった。
・ピン芸人かけるさんと、いち・もく・さんのお笑い

を見たい。応援してます。
② 先生方から

本校では、出前寄席授業は初めての取り組みでし
た。芸人さんたちの話す技術が素晴らしく、生徒た
ちも楽しみながら身の回りの安全についてしっかり
と学ぶことができました。今後のセーフティ教室で
も定番として取り入れていきたいと思います。あり
がとうございました。

  
「子供だって騙される」

中学生のまもる君は、好きなクラスメイトへの誕
生日プレゼントを通販サイトで購入しようとします。
しかし、極端な割引をうたう偽サイトに代金を振り
込んでしまい、届いたのは写真と異なる偽物の商品
でした。返品しようとしても事業者とは連絡が取れ
ず、さらに身に覚えのない登録料を請求する架空請
求メールまで届きます。

スマホ利用に潜む通販トラブルや偽サイトの特徴
について紹介しました。

❶演目：落語

ピン芸人かける

  
「先生と学ぶインターネットトラブル」

ゲームは無料でも課金が進むと高額請求につなが
ること、親名義のカードを無断利用してはいけない
こと、未成年者取消権の理解と家庭でのルールづく
りが重要なことを説明しました。

さらに、フリー Wi-Fiの危険性やSNS投稿の誤解・
炎上、書き込みが消えず拡散するリスクを示し、感情
的な投稿を避け、ひと呼吸置くことの大切さを伝え
ました。加えて、怪しいサイトや不審なURLを開く
ことで表示されるワンクリック請求の仕組みや適切
な対処法について紹介しました。

❷演目：コント

いち・もく・さん

東京くらしWEB
◆ 出前講座（講師派遣）
https://www.shouhiseikatu.metro.tokyo.lg.jp/
manabitai/de_koza

◆ 出前寄席
https://www.shouhiseikatu.metro.tokyo.lg.jp/
manabitai/de_yose/
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〒162-0823　新宿区神楽河岸1-1　☎ 03-3235-1157
東京都消費生活総合センター

大学や専修学校等と連携した
若者への消費者教育の取組紹介

東京都消費生活総合センターからのお知らせ

高校卒業後の生徒たちは、一人暮らしやアルバイトなど新たな経験が増える一方、消費者トラブルの被害
に遭うリスクも高まります。東京都消費生活総合センターでは、大学等と連携し、講座やイベント、啓発活動
を通じて若者への消費者教育を推進しています。

以下に、2025 年度に行った取組事例のいくつかを紹介します。

授業等での消費者教育講座

学園祭やイベントによる啓発

▶2025年12月11日
法政大学法学部大澤ゼミで「法律で読み解く日常 広
告と消費者トラブルのケーススタディ」のワークを
しました。身近にあふれる広告とその規制に対する
行政の対応、消費者トラブルとその解決方法（救済
制度等）について解説をしました。

▶2025年9月5日
産業能率大学経営学部の教職員に向けて、悪質商法
の最新動向や学生への注意喚起の
ポイントなどをお話ししました。

▶2025年12月18日
明治学院大学のランチタイムに学生向け消費者トラ
ブル未然防止イベントを行いました。ブースでは、
教材を使ってクレジットカードリボ払いの手数料の
高さを実感。マスコットキャラクターも登場しました｡

▶2025年10月18日、19日
文京学院大学大学祭（文京祭）で実行委員会とコラ
ボ し、来 場 す る 子 供 た ち 向 け の エ シ カ ル ワ ー ク
ショップを行いました。

右の二次元コードから、他にもたくさんの大学等と連携した消費者教育の取組の様子がご覧に
なれます。講座やイベントの画像をクリックし、下の方に遷移すると、当日使用した教材にも
アクセスできますのでご活用ください。

Web版では画像をクリックすると
講座の様子がご覧になれます。

活動推進課
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